京都府との要望懇談会の概要について

各要望項目について京都府からの回答を受けた後、①介護職員処遇改善交付金並びに福祉・介護人材の処遇改善事業助成金について②生活援助サービスにかかる単位時間について③障害者自立支援法にかかる相談できる場づくり（ジェネラルケアマネジャーの周知・普及）④サービスの質の向上に関して研修体制の構築⑤通院等乗降介助・院内介助（継続課題）⑥ホームヘルパーの労働条件について各幹事よりホームヘルプの現場の状況をお伝えいただき、意見交換を行った。

日　時　平成22年1月19日（火）１４：００～１６：１５

場　所　ハートピア京都３階　第３会議室

出席者　京都府側　　吉田氏（高齢者支援課）

小西氏（介護保険事業課）

弓下氏（障害者支援課）

　　　　　 京ホ連側　幹事　市原氏、田中氏、山口氏、蘆田氏、石川氏
　　　　　　事務局（土田、足立、田村）

前段に京都府から全体的な説明
· 福祉・介護の仕事の大変な状況については理解している。従事していただいている皆様には大変感謝しており、敬意をあらわしたい。

· 今年度も京都府“温め”予算として弱い立場の人達や中小零細企業等に対する支援策を盛り込んでいる。このことに関しては行政で必要な事業だと感じており、現場の声を参考に府政にも反映させていきたいと考えている。

各項目について京都府からの回答主旨
1 介護保険制度

・介護職員処遇改善交付金並びに福祉・介護人材の処遇改善事業助成金について
	（回答主旨）

· 現場職員の賃金に直接繋がるものなので、さまざまな場を通じて申請の呼びかけには尽力した。その甲斐もあってか、京都府内の申請率は12月の段階で介護分野８７％（全国平均80％）障害分野83％（全国平均69％）とどちらも全国平均を上回る申請をいただいた。このことからも皆さんの理解が得られたと理解している。

· 12月には未申請の事業所（２００余りの事業所）には通知を出して申請してくれるよう呼びかけをしている。無作為抽出（約20団体）でアンケートを行った結果、申請しない理由については、①介護職員に限ったものであること、②平成２４年度以降継続されるのか不明瞭、③平成２２年からのキャリアパスとの関連への不安、④事務手続きが煩雑であること等が挙げられた。これについてはワムネットで記入例を示すなど平成２２年度申請より改善を行い手間のかからないようにしていきたい。（1月下旬から2月上旬にかけて受付開始）昨年、秋ごろに行われた厚生労働省への要望にも事務手続きをより分かりやすくするよう要望した。今後も国に対して声を上げ、働きかけていきたいと考えている。

· 障害の分野については、手続きの煩雑さは申請率には反映していないように思う。全国的に障害分野の申請率が低いのはそれぞれの事業所の経営母体がさまざまであり、組織の申請への考え方が影響しているのではないか。特に京都の申請率が低いとは思わないが、申請手続きが分かりやすくなるよう、変更届や請求事務の仕方など、様式については気には留めている。ご指摘いただければ改定していきたいと考えているので質問があれば遠慮なくしていただきたい。

· 今回の交付金は介護職に限った支給であり、ケアマネや事務職には同じ職場でも支給されず事務所内で差異が生じているのでいけないと思っている。

· 申請主義なのでこちらから出しなさいということは言えない。処遇改善に対しては、期待していただいていると思うので、申請していただけるようお願いはしている。医療法人では介護保険部門以外の事業との不均衡が生じるなど個別事情で申請しない方針を採っている事業所もあるので未申請のままでいいとは思っていないが、申請されない限りこちらからは手の出しようがないというのが現状。

· 平成２３年度までの期限の限られた制度となっているがやりがいをもって働いていただきたい。平成２４年以降も形態はどうなるか分からないが支援の必要性は感じており、継続して実施するよう国に伝えていきたい


②生活援助サービスにかかる単位時間について
	（回答主旨）

· 市町村によっては、介護報酬で見ることできない部分の支援としてボランティアで対応しているところもある。援助が必要なのはわかるが介護報酬では難しいというのが現状。

· 必要なサービスが受けられるようにしなければいけないという問題意識はある。適切なサービスが行われるように国に働きかけていく。


③障害者自立支援法にかかる相談できる場づくり（ジェネラルケアマネジャーの周知・普及）

	（回答主旨）

· ジェネラルケアマネジャー（以下GM）の役割は難しい、ケアの総括を行うのではなく、市町村単位における在宅の障害相談のとりまとめや、発達障害や高次脳機能障害等の困難事例の対応、自立支援協議会を主催し圏域ごとの課題の対応、圏域内の研修会の実施やケア会議の支援や助言、指導を行っている。GMの事業内容として「個別ケアの会議や困難ケース対応」にもあたっている。（別紙２参照）
· 基本的に、相談窓口や調整会議などは市町村ごとの窓口や保健所の福祉室で相談してほしい。次に相談出来る機関として考えられるのが各市町村が委託している相談支援事業所（別紙１参照）と成る。
· GMは圏域ごとに置かれたものであり、専門性や知識が必要であることから誰でもなれる訳でなく今後増員することは考えていない。

· 気軽に相談できるケアマネのような役割の人がほしいという声は良く分かっているつもりである。

· ヘルパーも密接に関わるケースがあるので各圏域で調整する必要がある。課内でも何が出来るか検討していく。


④サービスの質の向上に関して研修体制の構築
	（回答主旨）

· 京都府主体で研修（サービス提供責任者・新人ヘルパー）を行うことは考えていない。民間の研修を利用してほしい。

· 制度が改定し皆さんに知っておいてもらいたい内容があるときには研修を開催している。例えば今、予防の観点から自立支援の研修をしているが制度がしっかりして落ち着けば手を引くつもりである。

· やりがいをもって仕事を始められた新人のヘルパーが定着していくと取り組みは必要だと感じている。

· 平成20年に作成された介護福祉サービス人材確保プランに沿い、人材確保のためのきょうと介護・福祉ジョブネットを立ち上げ研修体制の構築に取り組んでいる。平成21年度には複数事業所が研修を開催する場合に資金を提供する補助制度（3年事業のため、平成23年で終了）を創設した。事業所のレベルアップを図ってもらうためにも複数事業所が集まって研修する際には利用してもらいたい。

· せっかくの補助金なので、京ホ連でも申請して使ってほしい。（平成21年度分は受付終了）


⑤通院等乗降介助・院内での通院介助（継続課題）
	（回答主旨）
· 目新しく喜んでいただける回答はない。

· 保険者は市町村であるので府のほうで明確な線引きは出来ない。全てのケースを認めない訳ではないので、各々の状況を分析して対応していただくことが基本。

· 市町村の担当課長会議等であげていってもらうしかない。
· ケアマネがケアプランにしっかりと位置づけていれば、対応してもらっても構わないが、市町村（保険者）が「なぜその支援が必要なのか」と問う時には、しっかりと説明責任を果たさなければならない。
· 原則として病院のスタッフによる援助となり、医療報酬の範疇となることからただ単に介護報酬をあげればよいという問題ではない。しかし、正当な対価が支給されていないということは充分理解している。

· 国への要望としても医療報酬との絡みを考慮しながらどういった形にしていくか考えなければならない。適切な評価をしてほしいということは要望していきたい。


⑥ホームヘルパーの労働条件について
	（回答主旨）
· 基本的には労使の間で話し合われる問題であると認識しているが、健康福祉部としては適切な労働条件を確保すること、事業所の指定については労働基準法を遵守していること等を指導で周知している。

· 一般的には、移動、記録は賃金の算定になるべきものであると考えられるが、府としては現場で個別に指導する権限はない。指導が行き届かず留まってしまっているのが現状。明らかに違反がある場合は、労働基準監督署にご相談していただきたい。

· 介護報酬の改定が賃金アップに繋がったかの検証について、詳細は分かっていない状態であるので引き続き国に対して要望を挙げていきたいと思っている。その要望の中には、高齢者が必要な時に受けられるサービスの充実、ヘルパーの適正な業務と報酬を確保することも要望事項の柱としてあげていく。




懇談を終えて…京都府の挨拶

○不規則な勤務体制や日々の大変なご苦労の中で、ヘルパーの皆さんの仕事が高齢者・障害者を支えていただいていることに関しては大変な敬意を表したい。

○ますます職場が発展するために改善・充実を図っていきたい。

国が定めている部分に関しては我々の力ではどうすることも出来ないが、介護に携わる人がイキイキと働ける環境づくりに尽力していきたい。

○京都府としても、今日の要望の声を受けて諸問題の改善を図っていきたい。

　　　　　　京ホ連発第29号
　平成22年3月　4日

京都府ホームヘルパー連絡協議会会員所属長 様

京都府ホームヘルパー連絡協議会会員　　　　　様

京都府ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ連絡協議会事務局

　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　市　原　　郁　子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜　公　印　略　＞

平成21年度京都府ホームヘルパー連絡協議会　

京都府との要望懇談会について（報告）

　時下 ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

　平素は、本会事業運営に格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、過日開催いたしました標記の概要について、別紙により報告いたします。

記

（送付部数）

京都府ホームヘルパー連絡協議会会員所属長分　･･･　1部

京都府ホームヘルパー連絡協議会会員　　　　　　　･･･　１部

（会員間での回覧をお願いいたします。）

【お問い合わせ先】

	京都府ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ連絡協議会事務局
京都府社会福祉協議会

　　　地域福祉・ボランティア振興課

　　　　　TEL：０７５－２５２－６２９4

　　　　　FAX：０７５－２５２－６３１0
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